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１ はじめに 

全ての教員は、児童生徒の人格の完成を目指し、その資質の向上を促すという非常に重要

な職責を担う高度な専門職であり、次代を担う子供たちの育成において、学校教育の果たすべ

き役割は大きなものがある。さらに、グローバル化や情報化の進展等、社会が急速に変化する

中で、状況の変化を踏まえた新しい時代の教育に対応できるよう、教育の直接の担い手である

教員の資質能力の向上を図り続けることが求められている。 

 

このような状況を踏まえ、平成２８年１１月に教育公務員特例法の一部が改正され、公立学

校の校長及び教員の任命権者に対し、校長及び教員としての資質能力の向上に関する指標の

策定が義務づけられた。 

 

本県においても、従来から指摘されている課題に加え、貧困・虐待・ヤングケアラーなどの課

題を抱えた家庭の児童生徒等への対応、特別な配慮や支援を必要とする児童生徒への対応

等、多様な児童生徒等への課題がある。さらに、「令和の日本型学校教育」に必要な資質能力

の育成、そのための個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実と主体的・対話的で深い

学びの実現に向けた授業改善、一人一台端末環境を前提としたＩＣＴや情報・教育データの利

活用などが求められている。 

 

これらの課題に対し、一人の教員が高度な専門性を持って、全ての課題に対応することは現

実的に困難であり、学校の教職員がチームとして職務を担うことにより、学校の教育力・組織力

を向上させることが重要である。そして、その中心的役割を担う教員一人一人が資質能力の向

上を図り、チーム学校の一員として自らの強み、特性、キャリアステージ等に応じて活躍し、互い

に連携・協働することが必要である。確かな知識・技能と幅広い視野を持つ経験豊かな教員と

新たな時代に対応する感性や柔軟性を備えた若手教員、そしてその両者を結び付け、教育活

動を力強く推進するミドルリーダーとしての中堅教員とが互いに学び合い、連携・協働することが

求められている。 

 

このような状況の下、教員一人一人が学校の抱える多様な課題に対応し、「令和の日本型学

校教育」を実現する新たな教員の学びの姿として、教員自らが、子供たちの道しるべとなるべく、

常に学び続け、その資質の向上を図り続ける存在でなければならない。すなわち、児童生徒等

の学びと教員等の学びは相似形となることが重要であり、教員等の資質の向上を図ることは、児

童生徒等の教育を充実することに他ならない。引き続き、「学び続ける教員像」の確立が求めら

れている。 

 

 

２ 指標策定及び改訂の趣旨 

教員一人一人の高度専門職業人としての資質能力は決して固定的なものではなく、変化し、

成長が可能なものであり、個々の教員の経験、専門分野、能力・適性、興味・関心等に応じ、教

職生涯にわたりその向上が図られる必要がある。 
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これまでも、学校現場では、教員一人一人が目の前の子供たちと向き合いながら、自己研鑽

に取り組んできた。教員の資質能力の向上は教員自身の責務でもあるが、「学び続ける教員像」

を確立するためには、教員自身だけでなく、教育委員会や学校関係者等も連携・協働して、教

員のキャリアステージに応じた資質能力の向上に向けた主体的な学びを支えていくことが必要で

ある。 

 

沖縄県教育委員会では、現職教員等や教員を志す学生にとって、高度専門職業人として教

職生活全体を俯瞰しつつ、現在自らが位置する段階において身に付けるべき資質能力の具体

的な目標となり、かつ、教員一人一人がそれぞれの状況に応じて更なる向上を目指し、効果的・

継続的で主体的な学びに結びつけることが可能となるよう、「沖縄県公立学校教員等育成指標」

を示すこととした。 

 

また、高度専門職業人としての教員のキャリアステージに応じて求められる資質能力を改めて

示すことにより、教員自身だけでなく教員の養成や研修に関わる関係者等と認識を共有すること

で、大学等における教員養成や各学校における校内研修、県立総合教育センターや各地域の

教育研究所等で実施される校外研修等の充実を図るものである。 

 

今般、令和４年５月１８日に「教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法

律」（令和４年法律第４０号。）が公布され、同改正法第 22 条の２に基づき、令和４年８月３１日

に「公立の小学校等の校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針の

改正」（令和４年文部科学省告示第１１５号）が告示された（以下、「指針改正」と表記する。）。 

 

この「指針改正」は、教師に共通的に求められる資質能力を、①教職に必要な素養、②学習

指導、③生徒指導、④特別な配慮や支援を必要とする子供への対応、⑤ＩＣＴや情報・教育デ

ータの利活用の五つの柱で再整理するものであり、これを踏まえて、関係機関等で協議を行い、

この度本県公立学校教員等育成指標の改訂を行った。 

 

３ 教員のキャリアステージ 

教員のキャリアパスは、個々の教員の経験や特性、赴任校の実態等の様々な要因から影響

を受ける多様なものであり、画一的に示されるものではない。しかし、教職の経験年数に応じて求

められる資質能力については、概ね共通する側面もあり、この指標では標準的なものとして、教

員のキャリアステージを以下の５段階に分けて示すこととした。 

 

 

 

 

全校的な視点から 
学校を支える！ 

指導ステージ 
（１８年目以降） 

学校に活力を与える！ 

採用ステージ 
（１年目） 

担当校務をしっかり担う！

基礎ステージ 
（２～４年目） 

教育活動を推進する！ 

充実ステージ 
（５～９年目） 

中心的な役割を果たす！

発展ステージ 
（１０～１７年目） 
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この設定により、個々の教員が、自らがどのステージにあり、これから目指すべきステージを確

認することで、教職生活全体を俯瞰しつつ、自らの経験や適性等に応じてより高度な段階を目

指す手掛かりとすることができる。 

 

４ 沖縄県公立学校教員に求める五つの力 

学校教育を担う教員には、児童生徒等一人一人を適切に指導・支援するための知識・技能

やその基盤となる人間性だけでなく、保護者や地域・関係機関と連携する力、学習指導に関す

る知識・技能、教科に関する専門性、学校安全や防災の知識、社会情勢や地域の実情に関す

る知識・理解等の多くの資質能力が求められる。個々の教員が持つ様々な資質能力が発揮さ

れ、統合されて教育活動は展開されている。このように、教員に求められる資質能力には様々

なものがある。 

これまで本県の育成指標を四つの力に整理していたが、令和４年８月の文科省の「指針改正」

を踏まえ、今般の指標改訂において新たな育成指標「人権尊重を礎とする多様な児童生徒の

理解」を加えた。これは、全ての教育活動の基礎に、「人権を尊重する教育」や全ての児童生徒

を含む「特別な配慮や支援を必要とする児童生徒等への対応」があることを明示するものであり、

この指標を基に「授業実践力」や「生徒指導力」の個別最適化が図られるものとした。 

 

□ 教 職 を支 える力 ： 児童生徒等の成長に極めて大きな影響を与える教員として、職務を 

担う上で前提となる資質能力 

 

□ 人権尊重を礎とする多様な児童生徒の理解 

 ： 他者はもちろん、児童生徒自身を含む人権尊重の教育と特別な配慮

や支援を必要とする児童生徒等への対応に求められる資質能力で、

「授業実践力」や「生徒指導力」等の基盤となるもの 

 

□ 授 業 実 践 力 ： 児童生徒等の確かな学力の育成を目指して行われる学習指導にお 

いて中心となる授業実践に関する資質能力 

※ 養護教諭及び栄養教諭については、その職の専門性に関する力と

してそれぞれ 学校保健実践力、 食育推進力 とした。 

 

□ 生 徒 指 導 力 ： 児童生徒等の社会的資質や自己指導能力の育成を目指して行な 

われる生徒指導の実践に関する資質能力 

 

□ 学 校 運 営 力 ： 全職員の連携・協働体制のもとで運営される学校において、個々の 

教員が分担して担う校務を遂行するために必要な資質能力 

 

ここに示した力は、全ての教員が備えるべき共通の資質能力である。学校教育の充実に向け

て、これらの資質能力を確保するとともに、積極的に各人の経験や特性等に応じて、得意分野

づくりや個性の伸長を図ることが重要である。 
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